
我が国における障がい福祉サービスの現状と課題について 

 

1.  障がい者の推移 

① 身体障がい 

身体障がい者・児の推移は、

１９７０年～２０１６年までの

間、１４０万人から４２８万人と

約３倍となっている。 

２０１６年時点では、６５歳以

上の高齢者の割合は、７０％を

超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

図１～３は「令和６年度版障害者白書」より引用 

 

 

② 知的障がい 

知的障がい者は、身体障が

い者と比べて 18 歳未満の割

合が高い一方で、65 歳以上

の割合が低い点に特徴があ

る。 

知的障がい者の推移をみる

と、2011 年と比較して約 34

万人増加しているが、以前に

比べ、知的障がいに対する認

知度が高くなり、療育手帳取

得者の増加が要因の一つと考

えられる。 

 

 

 

図１ 身体障がい児・者（在宅）の推移 

 

図２ 知的障がい児・者（在宅）の推移 

 



③ 精神障がい 

精神障がい者数の推

移は、２００２年～２０２

０年の間で約２．６倍と

なっている。 

２０２０年時点では、

25 歳未満が 13.5％、

25歳以上 65歳未満が

51.5％、65 歳以上が

35.1％となっている。 

 

 

 

 

④ 発達障がい 

発達障がいの人に専用の手帳はなく、「精神障がい者保健福祉手帳」「療育手帳」によ

る対応となる。通級による指導を受けている児童生徒数は、２０１０年～２０１９年の間に

約２．２倍となっている。 

 

 

 

 

 

図３ 精神疾患を有する外来患者数の推移（年齢階級別内訳） 

 

図４ 通級による指導を受けている児童生徒数の推移 

 



2.  障がい福祉サービスの推移 

障がい福祉サービス等の利用者数・事業所数、予算額は、過去１０年間で、いずれも約

２倍となっており、社会保障関係費の中でも障がい福祉の伸び率は約３倍と高くなって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 障がい福祉サービス等の利用者数・事業所数の推移 

 
 

図６ 障がい福祉サービス等予算額の推移 

 



3.  障がい福祉サービスの内訳 

障がい福祉サービス等の内訳を見ると、生活介護、グループホーム（共同生活援助）、

就労継続支援（A 型・B 型）、障がい児通所サービス（放課後等デイサービス・児童発達支

援）の割合が大きいが、これらのサービスは予算の伸び率も大きく、かつ、営利法人が相

当程度参入している傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 障がい福祉サービス等の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図８ 障がい福祉サービス等の伸び率と営利法人の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


